求む！くまもとを元気にする２１世紀型公務員
～分権時代に挑む自治体職員のモチベーション向上策～
Ｕ２－Ｙ２
城戸正令、竹下昭博、池下英治、金山剛
１　地方自治体を取り巻く状況
地方自治体の自主性、自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を図ることを目的とした「地方分権一括法」が平成１２年に施行された。この法律により国と地方自治体との役割分担が明確化され、従来の「上下・主従の関係」から「対等・協力の関係」に転換し、分権型社会を構築し、住民のニーズや地域の視点にたった行政を効果的に実現するため、地方自治体の役割はますます重大なものとなったことは言うまでもない。これまで国、都道府県の指導による体系づけられた施策の下で中央主導のまちづくり、産業振興などが行われてきたが、地方分権では、国による関与が廃止され、住民と地方自治体の自己決定領域が拡大された。つまり地方分権は、地方自治体に権限が委譲されることで、地方自治体の「自ら治める」自己決定・自己責任の範囲が飛躍的に広がったといえる。
ただし、地方分権が進展する中、独自の施策を打ち出す地方自治体は数えるほどしかない。国・都道府県・市町村の関係の中で与えられた仕事をこなしてきた自治体職員にとって、自ら創造する仕事への転換は容易に進むものではないと思われる。
自治体職員の自主性・創造性が育っていない原因の１つに、行財政改革による人員削減と業務の高度化・専門化の影響が考えられる。行財政改革における歳出削減の取り組みの中で職員削減が進み、職員１人当たりの業務量は増大した。業務を効率的に処理するためには、業務を細分化し個々の職員に個別に割り当てることで対応するしかなく、業務の個別化が進んだ結果、同じ課に所属しながらも他の職員個々の業務内容をお互いに知らないことは珍しいことではない。かつては、同じ業務を担当する同僚や先輩職員が複数存在したためＯＪＴによる職員の育成が機能していたが、今日では、ＯＪＴでの業務の習得に過度な期待はできなくなっている。このような状況にあって、業務量の増大や業務の高度化・専門化に対応できない自治体職員においては、仕事へのモチベーションが低下していると思われる。
２　研究における目的
地方分権の推進に伴い、住民に身近な行政サービスが住民に身近な行政主体によって行われることになり、地域住民のニーズが迅速、的確に行政に反映されることが期待されているが、このためには、地方自治体自らが、地域における総合的、効率的、個性的な行政を展開するにふさわしい行政体制の整備、確立を図る必要がある。
特に今後は、地方分権の進展に伴い地域の特性に応じた行政を地方自治体がその権限と責任において推進していくにあたって、自治体職員の自主性や創造性を伸ばすための能力、とりわけ地方行政の現場において具体的な問題を発見し、その解決策を構築・実施し、必要な予算の措置等を行い、その後成果の評価といった実践的な政策形成能力や、条例・規則等を制定しこれを適切に運用するなどの基礎的な法務能力の向上が急務となっている。
地方分権の実施によって、地方自治体が自主的、主体的に施策を企画立案していくとともにその責任を負うことが求められることから、地方自治体及び自治体職員はより一層の責任自覚が必要であり、自治体職員一人ひとりが地方分権の重みを十分に認識しなければならない。また、地方分権を推進する前提として地方自治体と住民との間に十分な信頼関係を構築することが求められる。
ここで、地方分権時代に望まれる公務員を「２１世紀型公務員」、自治体職員を「２１世紀型自治体職員」と呼ぶことにする。本研究の目的は、地方分権の進展による自治体職員を取り巻く状況の急変などの困難を乗り越え、地域課題解決のために高いモチベーションをもって政策を創造するため、これまで以上に高い倫理観と責任感をもった「２１世紀型自治体職員」の育成である。
	【21世紀型自治体職員像】
・地域課題、住民ニーズを敏感に感じ取り、前例や慣習にとらわれず、地域の特性に応じた施策を打ち出すことができる
・法制度に対する理解や、データの収集・分析などに基づく企画力、国の政策立案過程においても地方の立場から提案を行うことができる
・様々な情報にアンテナを張り、先進的な取り組みを自地域に置き換えて検討できる
・まちづくりに積極的に関与し、住民の視点から政策を立案できる


３　現状分析
　　21世紀型公務員を育成するための方策を導き出すためには、実際の自治体職員がどのような状況にあるのかを把握する必要がある。そこで、自治体職員を取り巻く環境の変化を踏まえ、職場環境、他職員との付き合い方、仕事へのストレスについてアンケート調査を実施し、生の声をまとめる。
（１）アンケート調査の概要
　　熊本県市町村職員研修協議会の実践的政策立案講座を受講する自治体を対象としたアンケート調査を実施した。実施に際しては、本講座を受講する職員を通じて各自治体に依頼した。アンケート調査の概要は次のとおりである。
・期間：平成２３年８月８日～８月１９日
・対象：熊本市､人吉市､水俣市､菊池市､宇土市､宇城市､天草市､合志市､有明広域行政事務組合
（２）アンケート調査結果
　　アンケート調査は、調査票（エクセル）、または、各自治体のアンケートシステム等により実施し、対象6,924人中494人の回答を得た。回答率は7.13％であった。
このアンケート調査は、実践的政策立案講座を受講した自治体に限定して実施したものであり、また、各自治体の回収率にもばらつきがあることから偏りがある可能性がある。しかしながら、一定の回答数が集まっており、熊本県内の自治体職員の考え方の傾向をとらえることは可能であると考えられる。アンケートの回収状況は、表－１のとおりである。
	団体名
	一般行政職(人)
	回答数(人)
	回収率(％)

	熊本市
	3,485
	257
	7.37

	人吉市
	341
	23
	6.74

	水俣市
	304
	30
	9.87

	菊池市
	447
	25
	5.59

	宇土市
	269
	61
	22.68

	宇城市
	501
	24
	4.79

	天草市
	1,038
	38
	3.66

	合志市
	288
	10
	3.47

	有明広域行政事務組合
	251
	26
	14.34

	計
	6,924
	494
	7.13


表－１　アンケート回収状況
（３）アンケート分析
　　アンケート回答者の属性は、図－１のとおりである。なお、団体名については、回答者の少ない団体で回答者が特定される恐れがあるため表示しない。
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図－１　アンケート回答者の属性
今回のアンケートを検証した結果、次の３つの問題点が推測される。以下では、それぞれの問題点について検証していく。
	a）組織目標の共有化が図られていない
b）地域に職員が溶け込んでいない
c）地方分権に職員が対応できていない


a）「組織目標の共有化が図られていない」の検証
モチベーションを分析する際によく使われるのがマズローの階層説である（図－２）。
　　　

図－２　マズローの階層説

第１段階は「生理的欲求」。いわゆる三大欲求と言われている食欲・睡眠欲・性欲などがこの段階にある。第２段階は「安全の欲求」。危険や脅威から身を守りたいという欲求。もう少し社会的な側面としては、見慣れた環境に身を置きたいというような、安心を求める欲求もこの段階に含まれる。第３段階は「所属と愛情の欲求」。親和の欲求や帰属欲求などとも言われ、友情や愛情を求めたり集団への所属を求める欲求。第４段階は「自尊の欲求」。自我の欲求や承認の欲求とも呼ばれる。他人から認められたいという欲求と、自己評価を高めたいという２つの側面がある。最後の第５段階が「自己実現の欲求」である。第１段階から第４段階の欲求が満たされても、人にはまだ求めるものがある。自分の能力や適性、可能性を十分に発揮して、自分を成長させ自分らしく生きたいという欲求である。
マズローの欲求階層モデルは、1.生理的欲求、2.安全の欲求、3.所属と愛の欲求、4.承認の欲求、5.自己実現欲求となっている。このうち、1.生理的欲求と2.安全の欲求においては、「衣食住」、「治安」に関する欲求で、現代社会においては、十分に満たされていることであろう。しかし、3.所属・愛情欲求、4.承認欲求、5.自己実現欲求に関しては、人間関係のなかでのみ満たされる欲求で、5.自己実現の欲求は主に自己啓発によって満たされる欲求である。アンケートの結果を検証すると、職場の雰囲気や他の職員との付き合いなどについては、全般的に良好であることが分かる（図－３）。
しかし、「仕事に対してストレスを感じているか」の問いに対しては６３％の職員が何らかのストレスを感じていることが分かる。また「仕事に対するモチベーションは高いか」の問についても３８％の職員がモチベーション不調と回答している（図－４）。
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図－３　「職場の雰囲気」、「他の職員との付き合い」、「目標とする人又は相談できる人」
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図－４　「仕事へのストレス」「仕事へのモチベーション」
この結果をマズローの階層説で分析してみると、第１段階の生理的欲求の衣食住については、当然満たされている。２段階の安全欲求については、危険や脅威から身を守りたいという欲求であるが、現在の社会情勢において最大の脅威は雇用確保であると考られるが、法律で身分を守られている地方自治体職員においては、この欲求も満たされているといえる。
次に３段階の親和欲求については、帰属欲求などとも言われ、友情や愛情を求めたり、集団への所属を求める欲求である。これについては、アンケートの結果の「職場の雰囲気」が良好なことから満たされていると考えられる。
第４段階の承認欲求についても、「仕事を通じて職員同士が認め合い、互いに高めあうような雰囲気がありますか」という問に「ある」、「概ねある」と回答した割合８６％、「自分の考えや意見を自由に述べることが出来る雰囲気が職場内にありますか」という問に「ある」、「概ねある」と回答した割合９２％、いずれの問も非常に高い回答結果でこの結果を見れば、この欲求も満たされていると推察される（図－５）。
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図－５　「仕事を通じて高めあう雰囲気」「考えを自由に述べる雰囲気」
最後に５段階の自己実現欲求であるが、この欲求は自分の能力や適性、可能性を十分に発揮して自分を成長させ自分らしく生きたいという欲求である。言い換えれば、自分が組織の政策、施策、計画、目標等に対しての達成度に左右される欲求である。それではこの欲求がどれだけ満たされているのか。
アンケートによると「自分の仕事が市民や社会の役に立っているという実感はありますか」という問に対して「非常に実感がある」「実感がある」と答えた人は全体の６２％、また、「これまでに仕事で満足感・達成感を味わったことがありますか」という問に対して「よくある」「たまにある」と答えた人は全体の９４％であり、自らの仕事への満足感・達成感は味わえているといえる（図－６）。
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図－６　「仕事が市民や社会の役に立つ」「仕事で満足感・達成感を味わう」
ただし、今回のアンケートの結果は、国・都道府県・市町村の関係の中で「与えられた仕事をこなしてきた」現状の結果であることに留意しなければならない。これからの自治体職員に求められている「自ら創造する仕事」に転換していくためには、「仕事が市民や社会の役に立つ」に「非常に実感がある」と答えた７％、「仕事で満足感・達成感を味わう」に「よくある」と答えた１８％に着目すべきであり、その割合はいずれも低い結果であると言わざるを得ない。
よって、地方自治体職員においては、マズロー階層説で説くならば第１段階から第４段階までの欲求は満たされているが、第５段階の欲求が満たされていないために、仕事のモチベーション低下につながっていると仮説を立てることが出来る。
今必要とされるのは、「地域や住民の利益や福祉の増進のために役に立っている。」という、満足感や達成感ではないだろうか。地方自治体の抱える業務は、基本的にはその地域の福祉の増進、利益のため、業務の大小に限らず必要不可欠である。そのことを再度認識した上で目標を明確にし、それを末端の職員まで徹底して周知する。そのことにより自治体職員としての自覚はより高いものとなり、地域及び住民への貢献度を体感できることとなる。
ｂ）「地域に職員が溶け込んでいない」の検証
アンケートの「地域の行事や活動」への参加状況は、「必ず参加している」「概ね参加している」が全体の５５％を占めている一方で、「地域のボランティア活動」への参加状況は、「行っている」「概ね行っている」が全体の３３％に留まっている（図－７）。地方分権を進める鍵は、その地域の中にあるといっても過言ではなく、地域の要望、苦情の中に創造性豊かで自主的な行政運営が眠っている。これからの自治体職員には、地域行事や活動への参加はもとより、ボランティア活動への積極的な参加が必要となるが、多様化した現在のライフスタイルにおいて積極的な参加を促すことは困難であることから、参加させるための何らかの施策が必要であろう。
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図－７　「地域行事・活動への参加」「ボランティア活動」
ｃ）「地方分権に職員が対応できていない」の検証
ａ）の、「地域や住民の利益や福祉の増進のために役に立っている。」という満足感や達成感を体感することができ、ｂ）の、職員が地域に溶け込むための仕組みが整ったとしたとき、次はそれを実現するための職員の能力が必要となる。つまり地方分権時代の政策形成ができる職員が必要となる。つまり、２１世紀型自治体職員の政策形成能力の強化である。
現在は、各自治体において様々な研修が実施されているが、通常行われている１日若しくは２日の政策系研修で、分権時代をリードする自治体職員としての政策立案能力を身に付けるのは困難である。そこで、数ヶ月わたる政策系研修に職員を派遣し、知識・技術の習得は勿論のこと、その研修に参加した他の自治体職員とのネットワーク構築に期待している。しかしながら、人員削減の取り組みの中で、多くの職員をこのような研修に派遣することは困難である。したがって、各自治体の状況に応じて柔軟に職員を派遣することができ、かつ、効果的に政策立案能力を向上させる施策が必要となる。
４　提言
（１）組織目標（ビジョン）の共有化

　個々の職員の業務は細分化された一部分でしかなく、短期的な視点で掲げられた課や係の目標を達成するため、効率的な仕事の進め方に多くの関心を払うことになる。多くの職員は、長期的な視点で掲げられたビジョンの存在すら知らずに日々の仕事に没頭している。このような限定された視界では、自らの仕事が社会に貢献しているという実感に乏しく、仕事へのモチベーションを高く保つことは困難であろう。しかしながら、各職員の日々の仕事が大きな目標の実現のための一部分であったとしても、その大きな目標を認識した上で取り組むことができれば、仕事へのモチベーション向上が見込まれるのではないだろうか。自分が実際に行っている仕事が、誰の何の役に立っているのかという、所謂仕事の意義を理解した上でその一部分を担っていると認識することで、目の前の仕事に対する意識は前向きなものに変わっていくものと考える。
地方自治体であれば、地域のビジョンである基本構想が組織の隅々にまで行き渡るような組織上の仕組みが望まれる。また、個々の職員が首長の想いや考えに容易に触れることのできるような機会も、もっと増やすべきであろう。このようなことから、各自治体においては、様々な人材育成の取り組みに先駆けてビジョンの共有のための研修が不可欠と思われるが、日々の業務に忙殺される現状では単なる負担増になりかねない。しかし、今日ではＩＣＴ化が進み、電子メールやツィッター、フェイスブックなどネットワークツールには事欠かない。いずれの自治体においても既に活用は進んでいるが、情報を発信しようと思えば大量の個人に電子メールで一斉に送信することができるし、自らの考えを発信するためにブログを開設する首長も増えている。ビジョンについても、従来の組織上のヒエラルキーの中で上から下への一方通行の情報の流れの中でも周知は可能である。ただし、すべての職員が共有するとなれば、そう簡単にはいかない。全職員が情報を共有するということは、一方通行ではなく、双方向、さらには垂直方向のみならず水平方向の流れの中で情報が流通しなければならない。
そこで、双方向のコミュニケーションが可能で、かつ、比較的匿名性の低いフェイスブックの活用を提案したい。フェイスブックは本来「友達」同士のコミュニケーションツールであるが、ここでは、首長から発信される生の情報を、全職員が共有することを第一の目的として活用する。
そして、第２の目的としては、職員同士の意見交換による職員の創造性の向上という、２次的な効果にも期待したい。経済のグローバル化が進む中でダイバーシティの価値が高まっているが、自治体のマネジメントにおいても同じことが言える。異なる業務に携わる職員同士が異なる視点で意見を出し合うことで様々な気づきを得る機会となり、そこから新しい価値が生まれることも考えられる。組織の構造上、所属する部署への最適化を目標とせざるを得ない個々の職員にとって、他部署との日常的な意見交換の機会は、職員個々のモチベーションに良い影響を与えるのではないだろうか。フェイスブック等のコミュニケーションツールは、リアルタイムで活用してこそ効果を発揮するものであるため、業務に限定して活用するためのルール作りが課題となるが、職員の仕事へのモチベーションを向上させ、創造性を育むツールとして期待される。また、県内の自治体でこのような取り組みが広がっていけば、他自治体職員との交流によってさらに大きな効果が見込まれる。自治体職員が組織にとらわれない自由な発想で政策を立案できるような組織風土が確立できれば、施策として還元される地域に対しても良い影響を与えることができると考えられる。
（２）　自治体職員地域貢献派遣制度
　超高齢社会を迎え今後ますますの増大が見込まれる社会保障費に対応するため、自助・公助・共助のうち、地域のコミュニティや住民の繋がりなど共助に相当する部分が改めて注目を集めている。しかしながら、同時に地域のつながりの弱体化も指摘されている。かつては近隣の助け合いの中心となっていた家事労働の相互支援は、技術革新によって白物家電等で代替され、情報通信手段の発達やモータリゼーションの進展により、近隣に住む人々よりも、離れた場所にいる友人や親族等とより強固に繋がることができるようになったため、かつての近隣による支え合いの地域コミュニティが衰退しているという。このように人と人とのつながりは多様化しているが、地域の課題は、遠く離れた友人に解決してもらうわけにはいかない。
地域に根差した自治会活動は依然として地域住民の手で続けられているが、共働き世帯や女性の社会進出の増加等によって自治会活動に参加できる住民自体が減少している。自治会活動を推進する地域のリーダーたちの高齢化や、活動への参加者の減少など様々な課題を抱えながらも、限られたマンパワーで地域課題の解決に向けた様々な活動が続けられているのが現状である。
今日の自治体職員に求められているのは、地域のニーズや課題を的確に吸い上げ、それらに対応する政策を形成する技術の習得である。地域の課題にもっとも精通しているのは地域住民であり、自治会活動は、地域のニーズを体感し拾い上げる貴重な機会であると考えられる。また、自治体職員は、本来地域住民のために働いており、改めて「誰の」、「何の」ために働くという認識を持つことは、自らの仕事に意義を見出すことにもつながると考えられる。
一方で、自治体職員はプライベートでももっと積極的に自治会活動等に参加するべきという声もよく耳にする。実際に、日ごろから自治会活動に参加している職員も多いが、自治体職員も一住民であることには変わりなく、フルタイムで働く労働者でもある。休日も当然地域のために活動すべきとなれば、仕事へのモチベーションの低下は免れない。
そこで、自治体職員の積極的な地域コミュニティへの参加促進策として、地域活動に自治体職員を派遣する「自治体職員地域貢献派遣制度」を提言する。
具体的には、毎年、業務と別に各部署からまちづくり担当者を数名任命し、その任命された担当者は、指定された期間、指定された地域の活動へ派遣（参加）され、地域活動を住民と一緒に行う。いわゆる地域と一緒に汗をかくということである。
そのことにより、地域の実情及び問題を把握することが可能となり、また、問題解決に対しても、自治体職員としての専門性を生かした迅速な対応が期待できる。地域活動に参加した担当者は、活動日誌を作成し、問題点、解決策、今後の課題等を記録することにより、その地域ごとの個別の情報を集約することができ、今後の行政運営に生かすことも可能となる。
前述したモチベーション低下の懸念に対する対応策としては、地域活動に参加した際の服務の取扱い及び人事評価について通常勤務と同様の扱いを行うなど職員が地域貢献しやすい環境を整えることで対応する。

このような環境を整えることができれば、地域は、自治体職員の有効な人材育成の場になり得る。さらに、住民とともに地域の課題解決に取り組むことは、市民協働の観点からも望ましく、地域のビジョンを市民と行政が共有することにもつながる。いま、自治体職員には創造性豊かな政策立案能力が求められているが、地域住民とともに地域の課題を見つめ直し、地域特性を生かした地域のための施策を打ち出す能力こそ、創造性豊かな政策立案能力にほかならない。
（３）　「まちづくり政策研究所」の設置
本提言は、熊本県自治体研修協議会が熊本大学の協力を得て実施している実践的政策立案講座の受講者で結成した研究チームの共同研究をもとに行っている。県内の自治体職員向けに実施された本講座は、政策立案に必要な知識や技術の習得はもちろん、それらを活用して研究を行い、政策コンペにおいてその成果を実際に発表するまでのカリキュラムであった。学ぶだけでなく新たな施策を創造するまでの実効的なカリキュラムは、自治体職員にとって非常に有意義な研修となった。
　　そこで、本講座の受講経験をヒントに、自治体職員が実践的な取り組みの中で21世紀型公務員に必要なスキルを習得できる「まちづくり政策研究所（以下、研究所という。）」の設置を提言したい。

　　研究所の設置に際して、新たな事務所の開設は、資金面からも現実的ではない。そこで今回は、実際に自治体職員を受け入れている熊本大学の政策創造研究教育センターの取り組みを参考として紹介し、その取り組みを発展させる形での提言とする。

同センターでは、熊本大学で行われている研究・教育の成果を総動員し、自治体経営や地域政策の検討、地域の活性化、防災、都市計画、公共交通、健康福祉政策、環境保全、産業振興など、幅広い分野の地域課題を解決するための政策研究を行い、その成果を提言するとともに、課題を解決するための技術開発・提供を行っている。その中で、自治体職員を政策研究員として積極的に受け入れ、これからの地域社会を担う人材の育成にも力を入れている。研究所では、同センターの人材育成機能のうち自治体職員の政策形成能力の向上に特化させたい。
研究所の組織は、大学教授等を所長とし、研究員としてポスドクや博士課程大学院生等若手研究者を活用するとともに、政策研究員として自治体職員を１～２年の期間で受け入れる。研究所では、各政策研究員が、若手研究者とともに、これからの熊本の地域づくりをテーマとした大学におけるプロジェクト研究及び各自治体から委託された事項の研究を行う。これらの研究等を通じて地域が抱えている問題に深く切り込んで検討する能力に加え、政策形成能力の向上が見込まれる。
課題は資金面と人員面であるが、資金面は、参加自治体からの負担金や調査委託業務の事業費等で賄う必要があろう。人員面では、自治体からの委託業務を請け負う際に、その委託期間に合わせて当該自治体職員を受け入れるなど、柔軟な対応が必要となる。多くの自治体においては、人員削減の取り組みの中で１人の職員も派遣することができないという状況にあるが、委託業務とともに職員が派遣されることで、課題は解消される。業務を自治体で行うのか、研究所で行うのかの違いであれば、人材育成にも寄与する分、研究所で行う方が有効であろう。
今回は、熊本大学の取り組みをもとに研究所の設置を検討したが、将来的には、高等教育コンソーシアム熊本を軸に、県内の高等教育機関と県内自治体との連携で設置することも考えられる。研究所の設置は、自治体職員の人材育成の場としてだけではなく、各大学において進められている地域貢献の取り組みにも合致し、さらに、若手研究者の活躍の場としても期待される。
５　まとめ
　　今回は自治体職員の仕事へのモチベーションの向上について検討を行った。仕事へのモチベーションについては、多くの研究がなされ、多くの論文も発表されている。
群馬県太田市では、職員モチベーションを向上させるために外部的監査が必要と考え国際規格であるISOの取得を組織として積極的に行っているなど、地方自治体においても、今までの組織マネジメント及び人材育成とは異なる新たな取組みが増えている。また、新潟県魚沼市では、地域に一定程度の予算と権限を委譲して「自分たちのまちは自分たちでつくる」ための地域コミュニティ活性化事業を実施するなど、一定程度の地域コミュニティと行政が互いに協働・補完しながら地域課題の解決を図りつつ独自の地域づくりを目指す取り組みも増えている。
このような取り組みは今後も増えていくと思われるが、間違いなく言えるのは、自治体職員のモチベーション向上と地域住民との協働なくして地域の発展は望めないということである。
熊本は、阿蘇・天草をはじめ荒尾・玉名等の県北地域、人吉市等の県南地域にも観光資源は豊富であり、水俣市は環境都市として世界に名を馳せる。豊かな自然、清冽な地下水、海の幸、山の幸などに恵まれ、無限の可能性を秘めている。九州新幹線鹿児島ルートが全線開業し、熊本市が政令指定都市への移行を目前に控えるなど、１００年に一度といわれる転換期をどのように進んでいくのか。
まずは我々自治職員が恵まれた資源を最大限に活かすことにより、郷土熊本を今まで以上に元気にしなければならない。地域のなかで住民とともに話し合い、行動することで、職員の仕事に対する情熱、地域住民への使命感に良い変化が起こるのではないだろうか。私たち自治体職員は、「そこに暮らす住民のために、何ができるのか」を常に考える職員を目指していかなければならない。
自治体職員は地域住民のために働いており、その仕事の結果は、地域の利益として還元されることになる。したがって、自治体職員の仕事へのモチベーションを向上させる提言を行うことは、地域が発展していくために重要な意味を持つと考えられる。
また、今回は自治体職員を対象として検討を行ったが、本提言は、組織目標達成のために構成員の能力を向上させる方策であることから、民間企業や地域コミュニティなど様々な組織においても応用可能であると考えられる。

政策提言の題名「求む！くまもとを元気にする２１世紀型公務員」の公務員の箇所は、企業、コミュニティ、住民等に置き換えることが可能であり、本提言の考え方や方策などが実践されることで、よりよき社会の実現を願うものである。
１段階　生理的欲求


２段階　安全欲求


３段階　所属・愛情欲求


４段階　承認欲求


５段階　自己実現欲求
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